
１　総括

 (1) 人件費の状況（普通会計決算） （合併前の旧３町村分の額を合計しております。）

 (2) 職員給与費の状況（普通会計予算）（合併前の旧３町村分の額を合計しております。）

（注）１　職員手当には退職手当を含みません。
      ２　給与費は当初予算に計上された額です。

(3) 特記事項

平成１７年9月20日旧田沢湖町、旧角館町、旧西木村合併により以下の項目において一部記入を省略しています。

２　職員の平均給与月額、初任給等の状況
 (1) 職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（17年9月20日現在）

　　　　①一般行政職

歳 円 円

円

歳 円 円

歳 円 円

円

　　　　②技能労務職

歳 円 円

円

歳 円 円

歳 円 円

円

歳 円

（注）１　「平均給料月額」とは、４月１日現在における各職種ごとの職員の基本給の平均です。
      ２　「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、住居手当、時間外勤務手当などの 　

　仙北市職員の給与は、国の人事院勧告を基本に、県や他の団体との均衡を考慮しながら市議会の審
議を経て条例で定められています。給与・定員管理について全国の団体間の比較分析を可能にするた
め、全国統一様式にて次のように公表します。なお、仙北市においては、平成１７年９月２０日旧田沢湖
町、旧角館町、旧西木村の合併により資料掲載できない部分があるため省略しているところもあります。

373,981

諸手当の額を合計したものです。

区　　分 歳　出　額　

　　　　　　Ａ

住民基本台帳人口

　　　　　（16年度末）

仙北市の給与・定員管理等について

実質収支

　　　　　　％

区　分

20.7

　　　　　　　千円 　　　　　千円 　　　　　千円

職員数 給 与 費

16年度
32,742

一人当たり給与費

　　　　　　　　　　　％

23.5

　　　　　　　　Ｂ／Ａ　　

（参考）

　　　　Ｂ／Ａ　　　

人件費率

16年度の人件費率

20,737,669

期末・勤勉手当 　　　　　計　　　　　Ｂ給　 料 職員手当

417,505 4,289,526

区　　分

　　　　　　Ａ

平均年齢

40.3

44.5

類　　似

国

－　　　

類似団体

民間事業者平均
55.4

46.9

275,876

48.1

48.0

339,53242.7

　　　　　　区　　分

団　　体

285,008 316,350

319,778

371,654

平均給与月額

301,697

平均給料月額

387,296

平均給与月額

※本来４月１日の状況を報
告すべきですが、平成１７年
９月２０日、３町村合併によ
り、職員の平均年齢、平均
給料月額、平均給与月額と
も合併時の状況を記入して
おります。類似団体につい
ては、平成１２年国勢調査
の産業別就業人口をもとに
区分したものです。

329,351

平均給料月額

304,401

人　件　費

　　　　　　Ｂ

人　

平　均　年　齢

千円

695,249

千円

2,723,431

448,107

16年度

仙北市

国

仙北市

千円

1,845,653

人

492

319,970

千円

182,531

千円

5,548
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(2) 職員の初任給の状況（17年9月20日現在）

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 － －

円 円 － －

(3) 職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（17年4月1日現在の旧３町村合併前の合計です。）

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

３　一般行政職の級別職員数等の状況
　 (1) 一般行政職の級別職員数の状況（１７年９月２０日現在）

（注）１　仙北市の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数です。

      ２　標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務です。

  

大　学　卒

高　校　卒
一般行政職

技能労務職

２年後の給料

国

２年後の給料
区　　　分

初任給

経験年数２０年　　　経験年数１０年

仙　　　　北　　　　市

136,000

184,400

初任給

148,500

145,500

136,000

1.5

経験年数１５年

高　校　卒

中　学　卒

区　　　         分

304,900

― 

226,833

190,266

184,400

　　　　　　　　％

170,700

138,800

　　　　　　　　人

9

―

215,400

238,800

262,166

　　　　　　　　％

62 10.2.

　　　　　　　　人 　　　　　　　　％

1.2

７　　級
　　　　　　　　人

206,400

標準的な職務内容 職員数 構成比

　　　　　　　　％

部長

次長

６　　級 課長補佐

課長

５　　級

４　　級

８　　級

区　　分

９　　級

大　学　卒

高　校　卒

高　校　卒

一般行政職

技能労務職
中　学　卒

170,700

138,800

128,100

184,400

148,500

253,033

15.695

112

　　　　　　　　人

7

　　　　　　　　人

18.4

―

　　　　　　　　％

2.0

71 11.7

　　　　　　　　％

２　　級

１　　級

３　　級

12
主事・技師

　　　　　　　　人

　　　　　　　　人

　　　　　　　　％

29.8

　　　　　　　　％

　　　　　　　　％

主査

主任

主事・技師

　　　　　　　　人

係長

181

58 9.6

　　　　　　　　人

2.0%
11.7%

9.6%

29.8%

15.6%

18.4%

10.2%
1.2% 1.5%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

平成17年の構成比

９級

８級

７級

６級

５級

４級

３級

２級

１級
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(2) 昇給期間短縮の状況 （旧３町村合併前の合計です。）

　

４　職員の手当の状況

 (1) 期末手当・勤勉手当

千円　

（16年度支給割合） （16年度支給割合）

　　　　　　　　期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当 　　　　　　　　期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当

月分 月分 月分 月分

（1.6） 月分 （0.7） 月分 （1.6） 月分 （0.7） 月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

・役職加算　　５～１５％ ・役職加算　　５～２０％

・管理職加算　　１０～２５％

（注）　(  )内は、再任用職員に係る支給割合です。

(2) 退職手当（１７年４月１日現在）

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 その他の加算措置

定年前早期退職特例措置（２％～２０％加算） 定年前早期退職特例措置（２％～２０％加算）

（退職時特別昇給　　最大特別昇給３号給）

１人当たり平均支給額　　　 千円 千円

（注）　退職手当の１人当たり平均支給額は、前年度に退職した全職種に係る職員に支給

　　　された平均額です。

（支給率）　　　　　　　　　　　自己都合　　　勧奨・定年

21.00 27.30

　　　　　　　　　％

1.7

21.00 27.30

（支給率）　　　　　　　　　　　自己都合　      勧奨・定年

仙　　　　　　　　　　　北　　　　　　　　　　　市 国

１人当たり平均支給額（16年度） －

3.0

普通昇給機関（１２～２４月）を

区　　　　　　　分

16年度

　　　　　　　　　人

15年度

職　　員　　数

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Ａ

職　　員　　数

全　職　種

比　　　　　　　　　　　率

25

　　　　　　　　　　　　　　　　　Ｂ／Ａ

33.75

47.50 59.28

23,321

仙　　　　　　　　　　　北　　　　　　　　　　　市

47.50 59.28

59.28

33.75 42.12

国

59.28 59.28 59.28

42.12

4,987

658

普通昇給機関（１２～２４月）を

短縮して昇給した職員数

1.4 3.0

1,540

　　　　　　　　　　　　　　　　　Ｂ／Ａ

11

　　　　　　　　　％

　　　　　　　　　人

1.4

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Ｂ

　　　　　　　　　人

短縮して昇給した職員数

　　　　　　　　　人

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Ａ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Ｂ

比　　　　　　　　　　　率

664

3.8
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 (3) 特殊勤務手当（１７年９月２０日現在）

決算については合併前の旧３町村分の合計。手当の種類、名称等は合併後の仙北市の内容です。

千円

　円

　％

 (4) 時間外勤務手当 決算については合併前の旧３町村分の合計です。

千円

千円

千円

千円

(6) その他の手当（１７年４月１日現在　ただし、内容及び支給単価は９月２０日の合併時です）

ごみ処理、し尿処理業務

火葬業務従事手当 火葬業務に従事した職員

感染症防疫業務従事手当

西明寺診療所医師従事手
当

12,864

月額80万円を超えない範囲で
市長が定める額

支給実績（１６年度決算）

手当の名称

円

8

同

ケースワーカー及び介護
員の業務

診療所医師の往診業務

社会福祉業務従事手当

往診業務従事手当

社会福祉に従事した職員

往診業務に従事した神代・田沢診
療所の医師

44,667

30.9

左記職員に対する支給単価主な支給対象業務

支給職員１人当たり平均支給年額（１６年度決算）

主な支給対象職員

日額230円

感染症防疫業務 日額290円

日額230円

日額1,000円火葬業務

7,259

日額230円レントゲン取扱い業務

平均支給年額
（１６年度決算）

支給実績

西明寺診療所医師の医学
調査及び研究

15,329

23

国の制度と

の年度末までの子1人につき

5，000円加算

（１６年度決算）

日額290円

社会保険診療報酬点数×10円
×100分の60

支給職員１人当たり
異なる内容

10,542

15

千円 10,982

扶養親族のある職員に支給

レントゲン取扱い従事手当

支給実績（１５年度決算）

環境保全センター業務従
事手当

環境保全センターの業務に従事し
た職員

・配偶者のない扶養親族1人目

支給実績（１６年度決算）

支給職員１人当たり平均支給年額（１６年度決算）

市税業務に従事した職員

・配偶者　　　　　　　　13，500円

扶養手当

・扶養親族でない配偶者のある

扶養親族1人目　　　　　6，500円

                             11，000円

・満16歳の年度始めから満22歳

・配偶者以外の扶養親族2人まで

     1人につき　　　　　　6，000円

・その他の者　　　　 　　5，000円

手　当　名
国の制度
との異同

支給職員１人当たり平均支給年額（１５年度決算）

レントゲン取扱いに従事した職員

内容及び支給単価

滞納整理業務

西明寺診療所医師

手当の種類（手当数）

市税業務従事手当

感染症防疫業務に従事した職員

職員全体に占める手当支給職員の割合（１６年度）

4



円

円

円

円

５　特別職の報酬等の状況（１７年９月２０日合併時の仙北市の内容です）

円 円／ 円

円 円／ 円

円 円／ 円

円 円／ 円

円 円／ 円

円 円／ 円

月分

月分

3.3

3.3

―

　（支給時期）

任期毎

――

退
職
手
当

収　入　役

助　　　　役 ―

市区町村長

550,000

議　　　　員

給料月額（719,000円）×勤続月数×0.47

2,803

１種‐25/100
２種‐20/100
３種‐16/100
４種‐12/100
５種‐10/100
本省庁課長補佐
‐8/100

　　（算定方式）

1,503

495,800

710,000

（参考）類似団体における最高／最低額

522,000950,000給
料

収　入　役

市　　　　長 719,000

助　　　　役

3,762

同

3,716

区　　　分 給　　料　　月　　額　　等

同

宿日直手当

通勤手当

期
末
手
当

助　　　　役

副　議　長

　　（１７年度支給割合）

議　　　　員

　　（１７年度支給割合）

報
酬

議　　　　長

200,000

収　入　役

297,000

455,800

630,000

旧田沢湖町議会議員　　248,000
旧角館町議会議員　　 　173,000
旧西木村議会議員   　　239,000

262,000

280,000

220,000

500,000

5,622

千円

千円

千円

千円 2,274

5,692

部長級
　　　　　給料月額の8/100
次長級
　　　　　給料月額の6/100
課長級
　　　　　給料月額の5/100

１回　　　４,２００円

800,000

議　　　　長

副　議　長

市区町村長

管理職手当

・月額23,000円以下の家賃
　　　　　　　　家賃額 - 12,000円
・月額23,000円超、55,000円未満
の家賃  （家賃額 - 23,000円）×
　　　　　　　　　　　　1/2+11,000円
・月額55,000円以上の家賃
　　　　　　　　　　　　　　 27,000円
・ 自宅：新築または購入の日から５
年　　　　　　 　　　　　　　2，500円

自動車等利用
・片道５キロ未満--　　　 ２,０００円
・５キロ以上１０キロ未満-４,１００円
・１０キロ以上１５キロ未満--
　　　　　　　　　　　　　　　６,５００円
・１５キロ以上２０キロ未満--
　　　　　　　　　　　　　　　８,９００円
・２０キロ以上２５キロ未満--
　　　　　　　　　　　　　　１１,３００円
・２５キロ以上３０キロ未満--
　　　　　　　　　　　　　　１３,７００円
・３０キロ以上３５キロ未満--
　　　　　　　　　　　　　　１６,１００円
・３５キロ以上４０キロ未満--
　　　　　　　　　　　　　　１８,５００円
・４０キロ以上４５キロ未満--
　　　　　　　　　　　　　　２０,９００円
・４５キロ以上５０キロ未満--
　　　　　　　　　　　　　　２１,８００円
・５０キロ以上５５キロ未満--
　　　　　　　　　　　　　　２２,７００円
・５５キロ以上６０キロ未満--
　　　　　　　　　　　　　　２３,６００円
・６０キロ以上--　　　　 ２４,５００円

4,240

住居手当
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６　職員数の状況

　(1) 部門別職員数の状況と主な増減理由

平成１６年、平成１７年とも合併前の旧町村の職員数の合計です。 （各年４月１日現在）

（注）１　職員数は一般職に属する職員数です。

　　　２　[     ]内は、条例定数の合計です。

984 -30

97

10

業務増による拡充

95

1

へき地保育所の廃止

-3 介護保険業務の見直し

-1

事務の民間委託

-2 事務事業の見直し

事務事業の見直し

-23

欠員不補充

林業施設の民間委託

-1

0

-1

46

29 -7

52

462 -6

[  1,025  ］ [     0   ］

事務事業の見直し

事務事業の見直し

対前年
増減数

主  な  増  減  理  由

103

33

17水　　　道

-3土　　　木 30

[参考　：　類似団体の職員数　　65　人]

50

425

97

[参考　：　類似団体の職員数　291　人]

職　　　員　　　数

-4

平成１７年

8

平成１６年

-6 管財業務の移管

一
般
行
政
部
門

議　　　会

小　計

農林水産

商　　　工

総　　　務

労　　　働

小　計 96

402

教　　　育 96

衛　　　生

[  1,025］

340 -3

-1

特
別
行
政
部
門

民　　　生

　　　　　　　　区　　分

　部　　門

107

45

22

8

119

1

　公
　営
　企会
　業計
　等部
　　 門

病　　　院

そ　の　他 92

337

小　計 456

下　水　道

18

9

合　　計
954

125

1 0

24税　　　務 24 0
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(2) 年齢別職員構成の状況（１７年４月１日現在の合併前の旧３町村の職員構成の合計です。）

　

(3) 定員適正化計画の数値目標及び進捗状況（一般行政部門の計画数値です。）

　①　定員適正化目標（数・率）

 ②　平成２２年４月１日現在における定員の数値目標

③　定員適正化計画の年次別進捗状況（実績）の概要

（各年４月１日現在）

（注）１　計画期間は、18年～22年の5年間です。

      ２　（　％）内の数値は、数値目標に対する進捗率です。

計

人

954

40歳

区　分

32歳 36歳

35歳

～ ～

23歳

52歳

～

20歳 20歳 24歳 28歳

～～ ～ ～ ～ ～ ～

56歳 60歳44歳 48歳

以上

人 人 人 人 人 人 人

39歳未満 27歳 31歳 59歳55歳43歳 47歳 51歳

148 74 442 74 165 193

人 人

24 71 80

平成17年9月20日 平成 22 年 4 月 1 日 ４０人削減、９．３％減

４３０人　　→　　３９０人

17　　　年

人 人

計画期間
数値目標

職員数

始　期 終　期

772

人

（参考）

数値目標

18年～22年

計画前年

18　　　年 19　　　年

一般行政

減　　員

増　　員

差　　引

職員数

　　　　　　　　　区　　分

部　　門

20　　　年

3　年　目2　年　目 　　計１　年　目

　　　　（　　％）
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